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市営住宅入居募集制度の改正（案）について

２ 市営住宅の現状と課題

１ 今回の見直しの背景 【川崎市住宅基本計画】(抜粋)
・子育て世帯の入居機会の拡大
子育て世帯や若年世帯等に対して、期限付き入居制度を導入し、市
営住宅への子育て世帯等の入居機会の拡大
・世帯人数と住宅規模のミスマッチの解消と適正な入居
基準の導入
真に住宅に困窮する世帯が入居できるように募集基準の見直しを検
討

【第10次川崎市住宅政策審議会答申】(抜粋)
・期限付き入居制度による募集の拡大
子育て世帯や若年世帯等については、期限付き入居制度による募集
を基本
・若年等単身者等への入居資格の拡大
単身者の年齢要件を廃止し、若年の単身者等への入居機会を確保
・申込時点の状況に、より配慮した優遇倍率の見直し
申込時点の世帯の状況等を優遇倍率の設定に適切に反映
・
世帯人員に応じた広さや間取りの区分のみを設定するなど、単純化

住宅セーフティネットとしての役割を維
持しつつ、入居機会の拡大と公平･的確
な提供を目指すため、募集制度の見直
しを行う。

平成29（2017）年度に策定した「川崎市住宅基本計画」において、子育て世帯や若年世帯等に
対して、期限付き入居制度を導入し、市営住宅への子育て世帯等の入居機会の拡大や、真に住宅
に困窮している世帯に対してより多くの入居機会が得られるよう、募集基準の見直し等を位置付け
た。
平成30（2018

を行うことにより、入居機会の拡大を図った（常時募集の導入）。また、子育て世帯が一定期間入
居できるよう期限付き入居制度を導入した（期限付き入居制度の導入）。
令和元（2019）年度には、定期募集の実施回数を年２回から、年４回に変更し、入居機会の拡

大を図った（定期募集の実施回数の増加）。
こうした取組に加え、第10次川崎市住宅政策審議会において、募集制度の見直しについて検討

を進め、令和３（2021）年７月の同審議会からの答申を踏まえ、本市としての課題解決に向けた
方向性を整理し、入居募集制度の見直しを行い、併せて関係する例規等の改正を行う。

子育て世帯や若年世帯等に対しては、次
のステップに進むための移行過程の場と
して入居機会の確保を目指す。

方向性１

募集区分の整理や、優遇倍率の見直しを
行い、より公平・的確な提供を目指す。

方向性２

単身世帯要件の見直し
（関係例規：市営住宅条例等）

期限付き入居制度の対象の拡大
（関係例規：市営住宅条例等）

具体的な取組１

具体的な取組２

（関係例規：市営住宅条例施行規則等）

募集区分・優遇の見直し
（関係例規：市営住宅条例施行規則等）

具体的な取組３

具体的な取組４

３ 課題解決に向けた方向性

（３）市営住宅募集制度等の課題
〇住宅に困窮する若年低額所得世帯への入居機会の創出
〇市営住宅の応募倍率が高い水準で推移していく中、多くの住宅困窮者が市営住宅を利用できるよう循環を図りながら、コミュニティを維持す
るための見直しが必要
〇募集区分の整理や、申込時点の状況に配慮した優遇の見直しが必要
〇 単身世帯の増加が顕著であり、世帯人数と居住面積のミスマッチが生じている
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(図2) 応募倍率の推移2022）年４月１日時点で17,383

・近年の市営住宅の募集状況は平成28（2016）年度
から令和３（2021 833

8,750世帯となっており、応募倍率
は毎年10倍前後の高い水準で推移している。

居住年数
10年
未満

10
20年
未満

20
30年
未満

30
40年
未満

40
50年
未満

50
60年
未満

60年
以上

合計

世帯数 5,148 2,445 2,420 1,565 2,329 1,226 520 15,653

割合 32.9% 15.6％ 15.5％ 10.0％ 14.9％ 7.8％ 3.3％

・市営住宅に入居している世帯のうち、居住年数20年以上の
割合が51.5％、40年以上の割合が26.0％占めている。

26.0％
51.5％

(図１) 世帯主年齢別の低額所得の借家世帯と公営住宅入居世帯の割合 ［凡例］

・市内総世帯数に対する低額所得借家世帯の割合
（凡例④）は、25 34歳で約18％である。

・低額所得の借家世帯に対する公営住宅入居世帯の
割合（凡例⑤）は、25 34歳で約2％と低い状況
である。

（１）低額所得世帯の住宅の現状

資料：平成30（2018）年度住宅・土地統計調査（２）市営住宅の現状

・令和4（2022）年の市営住宅の世帯人数別割合は、単身世
帯が46.9％を占め、平成28（2016）年から7.9％増加してい
る一方、2人以上の世帯はそれぞれ減少しており、市営住宅
入居者世帯の小規模化が進行している。

世帯人数 1人
（単身） 2人 3人 4人 5人以上 合計

令和4（2022）年
4月1日現在

7,348 5,826 1,595 597 287 15,653

46.9% 37.2% 10.2% 3.8% 1.8% 100.0%

平成28（2016）年
4月1日現在

6,056 6,073 2,088 875 446 15,538

39.0% 39.1% 13.4% 5.6% 2.9% 100.0%

①市内総世帯

②年収300万未満
借家世帯

③公営住宅入居世帯

④市内総世帯数に対する
低額所得借家世帯の割
合（②／①）

⑤低額所得の借家世帯に
対する公営住宅入居世
帯の割合（③／②）

●

▲

【移行過程の場などライフステージに応じた役割の明確化のイメージ】

住宅セーフティネットの構築
地域包括ケアシステムの構築に向け
た安心して暮らせる住まいの実現

住宅セーフティネットの中核として
既存ストックを最大限活用

ライフステージに応じた役割の明確化
（高齢者世帯･障害者世帯等）（子育て世帯・若年世帯等）

次のステップに進むための
移行過程の場

自立した生活を継続するための場

生活の変化に合わせた移行過程の場

+

令和３(2021)年７月 第10次川崎市住宅政策審議会より

(表1) 居住年数別世帯数（令和４（2022）年４月１日現在）

(表2)世帯人数別世帯数

・募集制度においては、一般世帯向け区分のほか、対象者を特定した区分を
設定しているが、一般世帯向け区分の中でも、特定の方に倍率の優遇を設
けており、わかりにくい状況である。
・５年以上落選者については、常時募集の導入や、定期募集の実施回数の増

となっている。
一般世帯区分での優遇対象

高齢者
障害者

ほか

特別（４人以上）
多子
未就学児

５年以上落選者

(図3) 優遇の類似状況
募集区分の設定

一般世帯
高齢障害者

単身者

子育て世帯（期限付き）
若年世帯
多家族世帯

シルバーハウジング

(対象者のみ申込可能) (対象者の倍率を優遇)

（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）

（ ）
（ ）

資料１
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具体的な取組１

現行

改正案

改正案

世帯区分 【新規】若年単身世帯

対象 成人(18 59歳)の単身世帯

期間 5年(1回限り5 ( 10年))

年間20

エレベータがない住棟の3階以上

具体的な取組２

改正案

世帯区分 子育て世帯

対象 未就学児童を含む親族と2人以上

期間 未就学児童の義務教育終了年度末

年間20

エレベータ―の設置や駐車場の整備な

世帯区分 若年世帯

対象 同居する親族全員が40歳未満

期間 期限なし

年間40

3

世帯区分 若年・子育て世帯

対象 「未就学児童を含む親族と２人以
上」又は、「申込者を含め同居親族
全員が40歳未満」

期間 10年又は最年少の子が18歳に達す

年間100

・エレベータの設置や駐車場の整備

・新築や一般世帯向けで募集すると

若年単身世帯の入居機会の創出 期限付き入居制度の対象を若年単身世帯、若年・子育て世帯に拡大

単身世帯要件の見直し 期限付き入居制度の対象の拡大

現行

市営住宅入居募集制度の改正（案）について

単身世帯向け

世帯向け

期
限
付
き

拡充

４ 各制度の見直し

〇現状
・公営住宅法上、当初は単身者の入居は認められていなかったが、
昭和55（1980）年に居住の実情を鑑み、高齢者・障害者等のみ
単身者の入居が認められた。

・本市の単身者の入居要件は、高齢者や障害者等の住宅確保要配
慮者の一部を対象にしており、住宅に困窮する若年の低額所得
者世帯が入居できる要件になっていない。

・若年を含む住宅に困窮している単身世帯が増加している傾向を
踏まえ、当該世帯の入居を認めることについて検討するよう、
令和３（2021）年度に国から通知が発出された。

・今回単身世帯要件の緩和により、現行の単身世帯要件を満たし
ている住宅確保要配慮者の入居機会が損なわれないよう、高齢
者・障害者等を除く単身世帯については、期限付き入居制度に
よる募集とする。

世帯まで拡大する。
・制度を利用した入居者のアンケート結果や、市内の県営住宅など他都市の状況を踏まえ、子育て世帯支援の観点から、入
居期間について、未就学児童の義務教育終了までから18歳に達する年度末へ期間の見直しを行う。

・現行の若年世帯と期限付き子育て世帯の対象者が重複していることから、若年世帯向け区分を、期限付き入居に集約する。

〇現状
・本市では、平成30（2018）年度から子育て世帯を対象に期限付き入居制度を導入し、令和３（2021）年度末で73世帯
が入居している。

・令和元（2019）年から令和３（2021）年にかけて実施した入居者を対象としたアンケート結果では、｢金銭的に困って
いる時期に入居出来るため良い制度であると思う｣との回答が約９割を占めている。

・第10次川崎市住宅政策審議会では、市営住宅の持続可能な運営について検討を行い、子育て世帯・若年世帯については、
、令和３（2021）年

７月に答申がなされた。

対象者 申し込み 期限付き

・高齢者
・障害者 等 可能 期限なし

対象者 申し込み 期限付き

・高齢者
・障害者 等 可能 期限なし

・成人
(18 59歳) 可能 期限付き

若年単身世帯とは
現行制度で申込資格がない60歳未満で障害者や生活保護等に該当しない世帯。

期
限
な
し

期
限
付
き

変更

※現行の期限付き入居制度で居住されている方は、現在の入居期間満了
前に末子が18歳に達する年度末まで期間の 。

〇効果
・ とで、将来的に多くの住宅困窮者
が市営住宅を利用できるよう循環が図られる。

〇今回の改正

〇今回の改正
・単身申込資格要件を見直し、新たに期限付き入居において若年
単身世帯を対象に加える。

3

の入居機会を損なわないよう配慮する。

・子育て世帯の入居機会の拡大と市営住宅の持続可能な運営を図る。

期
限
付
き

＜拡充＞

＜新規＞

(図4)

(図5)

(図6)

〇効果
・これまで申込資格がなかった単身者の入居機会の確保
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対象 種類 倍率 募集区分

新築 ｢高齢者｣｢障害者｣ 5倍 ―

空家 ｢高齢者｣｢障害者｣ ー 有

新築
及び
空家

｢５年以上落選｣ 30倍 ―

｢特別(４人以上)｣ 3倍 有

｢多子｣ 5倍 有

｢未就学児童｣ 5倍 有

｢ ｣
｢被爆者｣｢引揚者｣
｢公害｣
｢ハンセン病｣

5倍 ―

その他一般世帯 1倍 ―

(例)｢ ｣
+｢５年以上落選｣ 31倍 ―

具体的な取組４ 広さの設定の見直し募集区分・優遇の見直し

現行 改正案

間取りによる設定 広さによる設定

世帯人数に対し住戸の広さでの募集への変更による居住面積の
ミスマッチの改善

一般世帯区分の優遇倍率の整理等による的確な入居機会の確保

市営住宅入居募集制度の改正（案）について

改正案

対象 種類 倍率

新築 ｢高齢者｣｢障害者｣ ー 有 ・高齢障害者向け区分を創設

空家 ｢高齢者｣｢障害者｣ ー 有

新築
及び
空家

｢５回以上落選」 5倍

「多家族世帯向け
区分」に統合 ー 有 ・多家族世帯向け区分の世帯

人数要件の緩和(5人→4人)

「若年・子育て世帯
向け区分」に統合 ー 有 ・期限付き

｢ ｣
｢被爆者｣｢引揚者｣
｢公害｣
｢ハンセン病｣

5倍

その他一般世帯 1倍 ―

(例)｢ ｣
+｢５回以上落選｣ 6倍 ―

〇現状
・
同一属性で複数の優遇が混在し、申込者にとってわかりにくい制度となっている。

・「５年以上落選」の優遇倍率を30倍に設定した当初は年１回の定期募集のみだったが、近年の定期募集回数の増
加や、常時募集の導入により申込機会が拡大されたものの、倍率については見直しておらず、申込時点の状況が
適切に反映されていないと考えられる。

対象
世帯

１人
(単身)

２人
以上

対象
１DK
２DK
(40.0㎡
未満)

２DK
３DK
(40.0㎡
以上)

対象
世帯

１人
(単身) ３人

４人
以上

対象 40.0㎡
未満

40.0
55.０㎡
未満

55.0㎡
以上

具体的な取組３

〇効果
・世帯人数と居住面積のミスマッチの将来的な改善

世帯
人数

30㎡未満 30㎡以上
40㎡未満

40㎡以上
50㎡未満

50㎡以上
60㎡未満

60㎡以上
70㎡未満

70㎡以上 合計

１人
(単身)

129
1.8%

3,676
50.0%

1,302
17.7%

772
10.5％

1,448
19.7%

21
0.3%

7,348
100.0%

２人 3
0.1%

1,035
17.8%

1,640
28.1%

995
17.1％

2,105
36.1%

48
0.8%

5,826
100.0%

３人 ― 205
12.8%

324
20.3%

280
17.6％

742
46.5%

44
2.8%

1,595
100.0%

４人 ― 54
9.0%

114
19.1%

86
14.4%

308
51.6%

35
5.9%

597
100.0%

５人
以上 ― 13

4.5%
43

15.0%
34

11.8％
151

52.6%
46

16.0%
287

100.0%

合計 132
0.8%

4,983
31.8%

3,423
21.9%

2,167
13.8%

4,754
30.4%

194
1.2%

15,653
100.0%

(表3) 2022）年４月１日現在）

〇効果
・申込者にとってわかりやすい募集制度への変更
・より的確な入居機会の提供

〇現状
・ DK（60㎡以上）等広い部屋に申込可能

・世帯人数と居住面積のミスマッチが生じている。

〇今回の改正
・世帯人数別により住 広さでの募集区分を設定

令和4年度 令和5年度 令和6年度
第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期

６ 今後のスケジュール

委員会 パブリック
コ メ ン ト

議会
上程

改正
条例等
公布

新制度周知

新制度運用開始
委員会

改正条例等施行

５ 導入後の方向性
・導入後の入居希望者の申込状況や、当選状況の動向について継続的に検証を行う。
・期限付き入居制度における期間満了時の対応については、転居にむけて居住の安定に配慮し、福祉部局や関係機関
と連携した取組について検討する。

・
検討する。

現行

〇今回の改正
・同一の種類や類似の属性などを区分優遇に統一することで、単純化を図る。
・申込時点の状況が反映されるよう、優遇倍率を見直し、より公平・的確な提供を目指す。
(具体的な見直し)
＜区分＞・新築に「高齢者」「障害者」向け区分を取り入れる。

・多家族世帯向け区分の申込資格要件を５人以上から４人以上に緩和する。
＜倍率＞・ ｢高齢者｣｢障害者｣：新築と空家の取り扱いを統一する。

・ ｢特別(４人以上)｣ ｢多子｣：多家族世帯向け区分に統合する。
・ ｢未就学児童｣ ：若年・子育て世帯向け区分に統合する。
・ ｢５年以上落選｣：対象を直近２年間（定期募集８回分）で「５回以上落選」した者とし、優遇倍率を５倍に見直す。

※

(図7)

(図8)
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